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民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成１８年１２月１１日（月）午前１０時１分　開会

　　　　　　　　　　　　　　午後　２時７分　閉会

１．場所

第二委員会室

１．出席委員

委 員 長
 上村高義 
 副委員長
 安藤　薫 
 委　　員
 山崎雅数

委　　員
 三好義治 
 委　　員
 村上英明 
 委　　員
 渡辺慎吾

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正
 助　役　小野吉孝

保健福祉部長　堀口賢司
 同部次長兼福祉総務課長　佐藤芳雄

同部参事兼健康推進課長　福永冨美子　同部参事兼高齢者障害者福祉課長　登阪　弘

健康推進課参事　阪口　昇
 高齢者障害者福祉課参事　小矢田博子

こども育成課長　稲村幸子
 国保年金課長　野村眞二
 介護保険課長　山田雅也


同課参事兼地域包括支援センター長　川口敦子

１．出席した議会事務局職員

事務局次長　野杁雄三
 同局次長代理　上　清隆

１．審査案件（審査順）

議案第68号　平成１８年度摂津市一般会計補正予算所管分

議案第69号　平成１８年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算

議案第83号　摂津市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件

議案第71号　大阪府後期高齢者医療広域連合の設置に関する協議の件

議案第79号　摂津市立障害児童センター条例の一部を改正する条例制定の件

議案第80号　摂津市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例制定の件
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　　　（午前１０時１分　開会）

○上村委員長　ただいまから民生常任委

員会を開会します。

　理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　本日は、お忙しい中、民生常任委員会

を開催いただきまして、大変ありがとう

ございます。

　本日は、過日の本会議で付託されまし

た案件についてご審査を賜るわけでござ

いますが、どうぞ、慎重審査の上、ご可

決賜りますよう、よろしくお願い申し上

げます。

　私は一たん退席いたしますけれども、

在庁いたしておりますので、どうぞよろ

しくお願いいたします。

　ありがとうございました。

○上村委員長　あいさつが終わりました。

　本日の委員会記録署名委員は、安藤委

員を指名します。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付しています案のとおり行うことに異

議ありませんか。

　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　異議なしと認め、そのよ

うに決定します。

　暫時休憩します。

　　（午前１０時２分　休憩）

　　（午前１０時３分　再開）

○上村委員長　再開します。

　議案第６８号所管分の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　堀口保健福祉部長。

○堀口保健福祉部長　それでは、議案第

６８号、平成１８年度摂津市一般会計補

正予算第３号のうち、保健福祉部に係る

部分につきまして、目を追って補足説明

をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、８ページ

の款１２、分担金及び負担金、項１、負

担金、目１、民生費負担金の包括支援セ

ンター負担金は、介護予防支援業務に係

る介護報酬が、当初予算で見込んでおり

ましたよりも増加が見込まれるため、増

額をいたすものでございます。

　つくし園利用者負担金は、障害児童セ

ンターの知的障害児通園施設の制度変更

により、原則、定率１割の利用者負担が

導入されたことによるものでございます。

　款１４、国庫支出金、項１、国庫負担

金、目１、民生費国庫負担金は、国民健

康保険基盤安定負担金の確定に伴うもの

でございます。

　９ページ、項２、国庫補助金、目１、

民生費国庫補助金、児童環境づくり基盤

整備補助金は、子ども支援セーフティネッ

トの推進を図る取り組みとして、児童虐

待防止のために、家庭児童相談室が、保

護者への支援・治療プログラムを行う家

族療法事業に対する補助が新たに行われ

ることに伴うものでございます。

　款１５、府支出金、項１、府負担金、

目１、民生費府負担金の国民健康保険基

盤安定負担金は、本年度負担金の確定に

伴うものでございます。また、障害児童

センター措置費負担金は、知的障害児通

園施設の制度変更に伴う減額分でござい

ます。

　１０ページ、項３、委託金、目２、民

生費委託金は、精神障害者ホームヘルプ

サービス利用促進事業委託金で、平成１

９年１月より大阪府から委託を受けて実

施するモデル事業に係るものでございま

す。なお、本事業は、現行のホームヘル

プサービスでは認められていない精神障

害者の障害特性に基づく生活リズムづく

り、話し相手・相談などの見守り支援を、

国に対して制度化が図られるよう働きか

けを行うため、見守り支援をサービスと
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して提供し、サンプル調査を実施するも

のでございます。

　１１ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目１、雑入のうち、コミュニティ

助成事業助成金は、財団法人自治総合セ

ンターが本年度募集した一般コミュニティ

助成事業の助成を受けるものでございま

す。

　続きまして、歳出でございますが、１

３ページ、款２、総務費、項１、総務管

理費、目１、一般管理費の水道事業会計

繰出金は、水道料金減免の対象者の増に

よるものでございます。

　１５ページ、款３、民生費、項１、社

会福祉費、目１、社会福祉総務費の精神

障害者ホームヘルプサービス利用促進事

業委託料は、先ほど歳入でご説明申し上

げましたように、見守り支援のサービス

提供、サンプル調査を社会福祉協議会に

委託して実施するものでございます。ま

た、後期高齢者医療広域連合市町村負担

金は、後期高齢者医療の広域連合準備委

員会及び平成１９年１月に設立予定の広

域連合に係る経費の本市負担分でござい

ます。

　続いて、介護予防支援業務委託負担金

は、地域包括支援センターが行う介護予

防支援業務の一部民間居宅介護支援事業

者への委託につきまして、当初予算で見

込んでおりました件数よりも増加が見込

まれますことから、委託に係ります費用

を負担金として計上いたすものでござい

ます。

　次に、国民健康保険特別会計繰出金は、

保険基盤安定繰出金及び国保財政安定化

支援事業繰出金の確定に伴うものでござ

います。

　１６ページの款３、民生費、項２、児

童福祉費、目１、児童福祉総務費は、家

族療法事業実施に係る講師謝礼及び啓発

冊子の印刷製本費を見込んだものでござ

います。

　また、過年度国庫府費返還金は、助産

施設措置費負担金に係る昨年度の精算に

よる国庫返還金でございます。

　目４、母子福祉費は、母子家庭自立支

援給付金事業補助金に係る昨年度の精算

による国庫返還金でございます。

　１７ページ、項３、生活保護費、目２、

扶助費は、昨年度の生活保護費国庫負担

金の精算返還金でございます。

　款４、衛生費、項１、保健衛生費、目

２、予防費は、財団法人自治総合センター

の助成を受け、老人クラブなどの地域団

体が高齢者の健康づくりや介護予防の推

進のために、筋力アップや健康体操に取

り組む際に使用する重錘バンドやソフト

ボール、指導用のワイヤレスアンプなど

の購入を見込んだものでございます。

　なお、５ページに戻りますが、債務負

担行為の補正の中で、保健福祉部に係る

ものは、訪問入浴サービス委託事業で、

平成１９年度から平成２１年度までで１，

１７９万６，０００円の限度額を設定す

るものでございます。

　以上、補正予算内容の説明とさせてい

ただきます。

○上村委員長　説明が終わり、質疑に入

ります。

　山崎委員。

○山崎委員　では、質問をさせていただ

きます。

　まず、８ページの、包括支援センター

の負担金、介護保険の報酬負担分という

ことだったんですけれども、切りのいい

数字で、これはまとめて何か出されると

いうような形なんですが、ちょっと中身

の方を聞かせていただければと思います。

　それと、児童環境づくり基盤整備の補

助金、次のページですけれども、これの
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中身についても詳しい話が聞ければと思っ

ています。こういうちょっとまとまった

数字というのはどうなのかなと思ってい

ますので、お尋ねいたします。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　包括支援センター

の負担金についてお答えいたします。

　今回、補正予算として計上しておりま

す包括支援センターの負担金は、地域包

括支援センターが行います事業のうち、

介護予防支援業務、いわゆる要支援の方

のケアプランの作成に係る、事業所とし

ての介護報酬の歳入の増ということであ

りますが、これ、当初予算の編成時にお

きましては、まだ国の方から、単価、算

出方法等の詳細が決定しておらず、概算

として計上させていただいたものであり

ます。

　その後、実際に運営が始まりまして、

実績を踏まえて精査いたしましたところ、

今年度、新規の利用者分の報酬として年

間約４５０件程度、それから、継続の利

用者分ということで年間約２，２００件

程度、最終的に年度内に見込まれるとい

うことで、実績を踏まえて精査した額、

これも概算ということですが、９００万

円ということで増額を計上させていただ

いております。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　児童環境づくり

基盤整備事業の取り組みに対しまして、

補助金が新たに行われることに伴いまし

て、このたび、報償費と需用費を補正増

額ということで上げさせていただいてお

りますが、この中身でございますけれど

も、児童虐待防止のために、家庭児童相

談室の方で、保護者を対象といたしまし

て、家族療法事業ということに対して補

助が行われるわけでございますが、今ま

で、平成１６年度より、家庭児童相談室

におきまして、ＭＹ　ＴＲＥＥ　ペアレ

ンツ・プログラムという事業を進めてお

ります。

　この事業に対しまして、そのプログラ

ムを進めていきますファシリテーターで

すとか、あるいは子どもをサポートして

いくコーディネーターですとか、そうい

うスタッフが必要なわけですけれども、

今まではすべて職員で賄ってまいりまし

たけれども、このたび、年度途中ではご

ざいますが、厚生労働省の方より、はじ

めはつけられないと、先進的な取り組み

に対して補助金はつけられないというこ

とで、むしろ、これからその先進的な取

り組みを聞いた上で、初めて実施する自

治体に対してつける補助金ということに

はじめはなっておりましたけれども、年

度途中になりまして、先進的に進めてき

ているところに対しても補助金をつける

ということになりまして、そのために、

今回、歳入歳出ともに計上させていただ

いております。

　今まで、すべて職員の方で賄ってまい

りましたけれども、これから実施します

プログラムにつきまして、コーディネー

ターですとか、あるいはファシリテーター

ですとか、そこに入る講師謝礼、及び絶

えず、ファシリテーターの方はプログラ

ムをつくったところにスーパービジョン

を求めることになっておりますので、そ

のスーパーバイザーに対する講師謝礼と

いうことで、この５２万円を計上させて

いただいております。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　一応わかりました。

　私ちょっと横文字に弱くて、ＭＹ　Ｔ

ＲＥＥ　ペアレンツとかファシリテーター

とか非常に難しいあれなんですけれども、

子どもさんの支援に力を入れていただけ

るということで、事業展開をしっかりやっ
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ていただきたいと思います。

　この一般会計補正予算については、後

期高齢者の医療広域連合の問題が非常に

ひっかかってはおるんですけれども、こ

れは後ほど審査されますので、そこで詳

しくやってみたいと思いますので、私か

らは以上です。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　村上委員。

○村上委員　おはようございます。

　私も先ほどの山崎委員と重なる部分が

あると思うんですけれども、８ページの、

先ほど、包括支援センター負担金の件で

ご説明がございました。介護予防という

ことで、運営後の利用者の増加ですか、

そういうことを見込まれてこのケアプラ

ンを作成、しっかりやっていくというお

話もございました。

　そのケアプランの作成の考え方を、ひ

とつお聞きしたいと思います。

　それから、１５ページの款３、民生費、

項１、社会福祉費、目１、社会福祉総務

費、節１９、負担金、補助及び交付金と

いうことであるんですけれども、後期高

齢者の広域連合市町村負担金の計上され

ておるわけですけれども、この算定の根

拠をお聞きしたいというふうに思います。

以上です。

○上村委員長　川口参事。

○川口介護保険課参事　ご質問のござい

ましたケアプランの考え方ですけれども、

あくまでも介護予防ということで、ご本

人ができられることは極力そのまま継続

してしていただくということで、実際に

お伺いしてプランを立てる場合は、介護

の方と大きく違う点については、やはり

ご本人さんがどのような生活をしたいか

というあたりを利用者とともに考えまし

て、まずそういう生活の目標設定をさせ

ていただいて、それについて、ご本人が

どのようなことをご自分でできて、でき

ない部分はこのようなサービスで補いま

しょうというふうな話になりますので、

基本的に介護の場合は、何ができなくて、

そのできない部分を補うというふうなサ

ポートの視点になりますが、そのあたり

で、ケアプランについてはスタッフの方

がお伺いした折に、あくまでも自分ので

きることは継続してやっていただくとい

うような、不必要なサービス提供になら

ないというふうなことを考え方の基本と

してプランの方の作成の方を行っており

ます。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　それでは、後期

高齢者医療広域連合の市町村負担金につ

いてご答弁申し上げます。

　これにつきましては、広域連合の準備

委員会経費及び来年１月に設立を予定し

ております広域連合の経費でございまし

て、現在、準備委員会の方が示しておら

れます１８年度の歳入歳出予算案の概要

を申し上げますと、歳入につきまして、

全体で２億５，０００万円、そのうちの

市町村の分担金につきましては２億４，

０００万円、それから、国庫補助金が１，

０００万円となっております。

　また、歳出につきましては、事務費、

人件費、議会費、情報機器等の整備費、

選挙管理委員会費、監査委員費、それか

ら予備費という形になっております。

　そして、これを市町村ごとに均等割５

％、それから、高齢者人口割５０％、人

口割４５％で負担が求められておりまし

て、摂津市の場合は、その２億４，００

０万円のうちの２２４万７，０５３円の

負担となっております。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　このケアプランにつきまし

ては、摂津市はないと思うんですけれど
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も、先日のかなり新聞等でちょっとその

方の能力以上のものをちょっと訓練があっ

たというか、そういうプランがあったと

いうのは新聞等でちらっと見たんですけ

れども。

　そういうことで、摂津市におきまして

は、本人さんとよく話し合って、本人が

どういうふうな形での介護を目的として

おられるのか、そういうものにあわせた

形のケアプランを作成されているという

ことですので、そういう形、安心させて

いただいたんですけれども、やっぱり健

康寿命を伸ばすというんですか、そうい

う形で、今後しっかりとこのケアプラン、

本人に本当にあったような形で作成をお

願いしたいというふうに思います。

　それから、先ほどの、後期高齢者医療

の件なんですけれども、これは、後ほど

の案件もあるかと思いますので、その辺

で、負担金の件、しっかり適正な運営で

お願いしたいというふうに思います。

　それから、もう１点なんですけれども、

１０ページのところで、款１５、府支出

金、項３、委託金、項２、民生費委託金

ということで、節１、社会福祉費委託金

ということで、精神障害者ホームヘルプ

サービスのサンプル調査をされるという

形で、先ほどご説明がありました。これ

につきまして、大阪府下でこのサンプル

調査をする市町村等がわかれば、教えて

いただければというふうに思います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　精神障害者ホー

ムヘルプサービスの利用促進事業につき

まして、大阪府の方からお聞きしており

ますのは、一応、モデル市町村として、

大阪府で７市町村、各ブロックから１、

２市町村程度というふうに聞いておりま

すけれども、北摂ブロックでは、一応今

聞いておりますのは、池田市、それから、

多分豊中市、それから摂津市も入れて３

市になるんではないかなというふうに考

えております。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　この北摂の方から３市がサ

ンプル調査されるというふうにお聞きし

とるんですけれども、モデル事業という

ことで、話しがあったプログラム作成と

いうことを先ほどちょっとちらっとお聞

きしました。

　どういう考えでこの利用促進されるか、

この内容についてお聞きしたいと思いま

す。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　ご存じのように、

精神障害者につきましては、平成１４年

度から、新しくホームヘルプサービス等

の居宅支援サービスが始まりました。ま

た、これまでは、支援費制度の中にも含

まれていなかったということで、ようや

く、今度、自立支援法におきまして、他

の身障や知的の障害とともに自立支援法

の中に組み込まれることになったわけで

ございますが、かなりサービスの制度化

がおくれたということや、その他もろも

ろの事情によりまして、やはり精神障害

者のホームヘルプサービスが大阪府の計

画から比べますと進捗がおくれていると

いうことで、ただ、精神障害者の方につ

きましては、先ほどありましたように、

今のホームヘルプサービスの内容だけで

はやっぱり不十分ではないかと。精神障

害者の方の特性に基づいたやはりサービ

スが求められているんではないかという

ことで、そういった問題意識から、大阪

府の方で、今回、実際にそういった見守

り支援のサービスを提供して、ある程度、

利用者との関係をつくった上で、アンケー

ト調査を行いまして、それをもとに国の

方へ要望していく内容についてまとめて
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いきたいということでございます。

　アンケート内容の中身を見ますと、例

えば、利用するときにだれに相談しまし

たかとか、利用していたホームヘルプサー

ビスの内容はどんなものでしたかとか、

利用していたホームヘルプサービスの期

間はどれくらいですか、それから、ホー

ムヘルプサービスの満足度、ホームヘル

プ利用に関して感じたこと、今後、ホー

ムヘルプサービスについて希望すること

等の内容になっております。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　先ほど、ホームヘルプサー

ビスということで平成１４年からスター

トされて、今年度から、障害者自立支援

法というものの中で、今までなかった精

神というものが入ってきました、という

ことでされるというふうに話があったん

ですけれども、これ、来年度以降につい

ても、この事業は継続をされる方向であ

るのかというのを、再度お聞きしたいと

思います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　現時点では、大

阪府の方から、単年度事業というふうに

聞いておりますので、一応、来年度以降

の予定はないというふうに聞いておりま

す。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　わかりました。先ほど、満

足度とか利用の内容ですね、そういうこ

とのアンケートをとっていくというお話

もございました。先ほど、とりあえず、

今年度という話もあったんですけれども、

これ、方向性が出るというか、アンケー

トの結果によって今後の方向性が出るの

かなというふうに思いますので、その辺

で、また来年以降、このアンケートの内

容によって、またしっかりと、市民にとっ

てよりよい方向であるならば、また要望

等をさせていただきたいというふうに思

いますので、よろしくお願いいたします。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　渡辺委員。

○渡辺委員　９ページですけれども、先

ほど、児童環境づくり基盤整備補助金と

いうことで一応説明いただいたんですけ

れども、児童虐待の件、現在までに、そ

の児童虐待、この摂津市にあるのかどう

か、それをちょっとお聞きしたいという

ことと、それから、扶助費の中の、例の

生活保護の返還金ですけれども、今現在

で、生活保護者世帯、どのような形に、

伸び率というか、どういうような状況に

なっているのか、その２点についてお聞

きしたいと思います。

○上村委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　生活保護の現況

でございますが、昨年度は、年間平均で

ございますが、保護の適用をさせていた

だきました世帯については年間平均６５

０世帯、保護人数につきましては年間平

均９４７名でございましたが、この１１

月末現在で、保護世帯数が７１０世帯に

伸びてきております。ちなみに、この結

果として、保護率でございますが１２．

１パーミルとなっております。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　本市におけます

虐待のケースについてでございますけれ

ども、１７年度の統計の資料といたしま

しては、１７年度中に新規でございまし

た虐待のケースが４１件、それから、再

受け付けのケースが１２件、それから、

継続しておりますケースが２６件、合わ

せまして７９件というふうになっており

ます。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　生活保護の世帯数と、それ

から人数ですね、単純に聞いたんですけ
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れども、これの状況、今１１月現在とい

うことになると、今年度、平均からした

ら相当な伸び率になるんではないかとい

うふうに思うんでありますが、予想とい

うのはあれなんですけれども、どういう

状況になるか、コメントをいただきたい

なと思います。予想で結構ですので。

　それから、虐待の件数、とりあえず、

こういう形の予算づけで、何とか、先ほ

どご説明あったような、それぞれの対応

をされていると思うんですけれども、た

だ、まだまだこれで見えないような、多

分、虐待の家庭もひょっとしたらあると

いうふうに思うんです。どういう形でそ

の虐待の実態を情報収集といいますか、

どういう形でされているのか、そういう

こともちょっとお聞きしたいと思います。

○上村委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　いわゆる保護世

帯の今後の伸びをどう見込むかというこ

とでございますが、ちょうど、昨年の１

１月末の世帯数が６６６世帯でございま

して、１年後のこの１１月末の世帯数が

７１０世帯ということで、丸々１年間で

約６．６％ぐらいの伸びになっていると

いうようなことでございますが、日々、

保護の相談に来られるケースの状況を拝

見しておりますと、この状況がいましば

らく続いていくのではないかなというふ

うに考えております。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　虐待に関しまし

ての情報収集についてでございますけれ

ども、確かに、ご指摘のとおり、どこで、

隠れている虐待があるのか、また、そこ

については、いろいろなところで心配の

あるところであると思っております。

　摂津市には、児童虐待防止連絡会、愛

称、キャピセというのがございますけれ

ども、そこで実務担当者会議ですとか、

事務局会議ですとか、いろいろな形での

ネットワークづくりを行っております。

　幅広く子どものいろいろな状況がわか

るように、その会議の中でも、心配なケー

スにつきましては、お互いに連絡をし合っ

てもおりますし、また、もちろん、健康

推進課等での健診を通しましてですとか、

あるいは健診にこられない家庭に対して、

どうなっているのか訪問をするというこ

とでございますとか、あるいは、民生委

員さんの方からご近所にというふうなこ

とが、心配があるとか、そういうような

話ですとか、いろいろなところからの話

を収集しながら、それぞれがアンテナを

張りながら、学校、地域、また保育所、

幼稚園、それぞれの機関というところが、

さまざまな方にも訴えをしまして、いろ

いろ心配のある場合についてはご連絡い

ただくようにということでは進めてまいっ

ております。

　新しく虐待を受け付ける経路といいま

すか、相談といいますのも、最近でも特

にふえておりまして、やはり新聞報道な

どで子どもの虐待の問題などがあります

と、近所で、子どもが泣いている、どう

なっているんだろうかというようなご心

配の電話、相談のお電話なども、家庭児

童相談室ですとか、こども育成課、また、

いろいろなところにかかってくるように

もなっております。

　もちろん、１件１件当たらせていただ

いて、本当に心配のある場合と、あるい

はそうではない場合とありますけれども、

一つ一つ、ご相談に対しては、実際に行っ

てご本人を確かめさせていただいたりと

か、あるいはどこかでつながりがないか

確かめたりとか、そういうふうなことを

しながら進めてきているような状況でご

ざいます。

○上村委員長　渡辺委員。
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○渡辺委員　昨日、ＮＨＫで、ワーキン

グプアという何か特集がありまして、私

もちょこちょこ見とったんですけれども、

非常に、働けど、働けど、生活はよくな

らない。また、いろいろな状況のもと母

子家庭になって、一生懸命その母親が昼

夜を問わずパートで働いて、子どもを一

生懸命育てている姿をちょっと見たんで

すけれども、本当に大変な時代やなとい

うふうに思っております。

　そういう面からして、生活保護は、今、

ご答弁いただいたように、ある一定、伸

びといいますか、このような現状が続く

というようなのは、これはやむを得ない

部分もたくさんあるとは思いますが、た

だ、もう本当にそういう点で、財政にとっ

ては非常に負担が強いられるわけでござ

いますので、しっかりとその窓口、私、

再三、この窓口の強化ということで質問

させていただいておりますけれども、本

当に必要な方に関しては、やっぱりしっ

かりとこの制度を利用していただくこと

は、これは当然だと思いますが、そうい

う点では、非常にいろいろ風評等を聞き

ますと、あいまいな方もおられるという

ふうに聞いております。その点はしっか

りと窓口強化されているとは思うんです

けれども、さらにきちっとそういう点の

窓口強化、そして、その辺の精査をお願

いしたいと思います。要望です。

　それから、虐待の件ですけれども、本

当に時代がけったいになってきたなとい

うふうに思います。少子化社会の中で、

子どもたちが本当に、昔から、子どもは

宝物と言うてましたけれども、これから

ますます貴重な存在と言いますか、宝物

度が大きくなるんですけれども、そうい

う点で、教育委員会、さまざまな機関と

連携して、虐待防止に向けて、非常に難

しい点はたくさんあると思うんですけれ

ども、さらなる協力をお願いしたいとい

うふうに思います。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　安藤委員。

○安藤委員　８ページと１５ページでご

説明もありましたけれども、包括支援セ

ンターの負担金の件で、先ほどのご答弁

でもありましたが、要支援のケアプラン、

新規で４５０件と継続で２，２００件と

いうふうにご答弁されておられました。

　この要支援のケアプランを立てるとい

うことで、非常に単純に１２で割ります

と、一月２２０件のケアプランを包括支

援センターの方で立てるということにな

るというふうに思うんですけれども、以

前の委員会などでも質問させていただく

中で、包括支援センター、直営ではある

けれども、今後、ケアプランの作成につ

いて委託もということでお話されていた

と思います。今回、増額に当たって、そ

して、現段階での要支援のケアプランの

作成の件数の状況からして、今の状況で

すか、今後の推移、委託の状況等、教え

ていただけたらと思います。

　それから、つくし園の利用者負担９９

万５，０００円と。これ、新たにつくし

園の利用者負担というのが生まれてきた

ということでありますが、今回、独自の

減免措置というのがとられて、提案され

てはおりますが、今までの状況と、今回、

新たな負担が発生してきた中で、利用者

負担が生まれてくる方がいらっしゃるの

かどうか、ちょっとお聞きしたいと思い

ます。

　当初予算で、同じ科目のところで障害

児童センターの負担金が見当たらなかっ

たもんですから、今回、９９万５，００

０円ということになっておりますので、

今まで、そういう負担金ではなくて、違

う科目で入ってきたのかどうかというこ
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とも含めて、ちょっと教えていただけた

らなと思います。

　あわせて、つくし園の利用者の方の実

態といいますか利用状況ですね、どんな

人数であったり、それから、今までも、

措置制度の中でも、利用料が所得水準に

よって違ってたと思いますけれども、そ

の辺の差についても教えていただけたら

と思います。

　それから、児童環境づくり基盤整備補

助金にかかわってですが、先ほどからも

質疑でありましたけれども、このＭＹ　

ＴＲＥＥ　ペアレンツ・プログラムの実

績ですね。今の状況を、ちょっとどんな

状況になっているのか、教えていただけ

たらと思います。

　それから、１３ページの、水道の減免

にかかわっての繰出金が、当初よりも９

１万３，０００円と、見込みよりも多く

なっているわけです。決算の審査の中で

もご質問させていただいたわけですが、

減免を受ける際にはいろいろな要件が必

要になってくるかと思いますけれども、

その増額になっている特徴ですね、どの

分野の方々がふえているのかということ

がわかりましたら、ちょっとお教えをい

ただけたらと思います。

　それから、１５ページの、後期高齢者

医療広域連合の負担金、２２４万８，０

００円とあります。後々、また、規約の

審査もあるかと思いますけれども、この

後期高齢者医療広域連合に対する市町村

の今後の負担。今回は２２４万８，００

０円とありますけれども、今後の予測さ

れる財政負担はどんなものが予想される

のか。そして、その連合に対して、人員

も派遣するというような話もありますの

で、そういったものも含めて、ちょっと

お教えをいただけたらと思います。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　地域包括支援セン

ターの今後の委託等に関する考え方と件

数の見込みというご質問にお答えいたし

ます。

　先ほどご答弁しましたように、新規の

方４５０件、継続で２，２００件程度と

いうことなんですが、これにつきまして、

まず、新規の方というのは、もともと制

度改正前に要支援だった方は、一たん、

経過的要介護ということで、介護扱いに

なるんですけれども、更新の認定の際に、

新たに要支援ということになった方から、

順次、包括支援センターの方で予防のプ

ランを立てるというような仕組みになっ

ておりまして、４月当初は３０件ぐらい

の方を包括で担当しておったということ

で、翌月、また数がふえていくというこ

とで、毎月毎月、担当するケースがふえ

ていくというようなことになります。

　ですので、例えば、４月、３０件、５

月は７５件ということなんですが、その

うち３０件の方は継続という扱いになっ

てきますので、新規の方については、月々

同じような数で、更新認定を受けられた

方からふえていくんですが、継続の方は

積み上がっていくと、累積されていくと

いうような数字になっております。

　今年度、年度末時点で、先ほど、歳入

のところで言いましたように、新規の方

が４５０件程度の見込みということなん

ですが、それをすべて直営でプランを立

てると、今後も増加していくということ

では、なかなか業務量的に厳しい状況に

なっていることは事実でございます。

　そこで、地域包括支援センターの業務

は、介護予防支援業務以外にも、地域支

援事業ということで、高齢者の虐待の相

談であるとか、権利擁護の問題とか、あ

るいはケアマネジャーの支援とか、さま

ざまな、予防プランの作成以外の業務も
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ございまして、この辺が、当初見込んで

きたよりもかなりふえておるというよう

な状況もございますので、今回、歳出の

方で上げさせていただいているように、

一部、民間の居宅介護支援事業者への委

託ということを進めておるところでござ

います。

　これ、当初は、４月分のプランだけを、

センター設置前ですから、４月分だけを

民間の方に委託ということでしたんです

が、先ほどからご説明してますように、

今後、すべて直営ということではなく、

一部を継続的に民間の居宅介護支援事業

者に委託するということで考えておりま

す。

　この数的に言いますと、直営が３分の

２、民間委託が３分の１、あるいは、最

終的には半数程度ぐらいになってくるの

かなというような見込みを今立てておる

ところです。

　ただ、この考え方として、市がこれま

で直営で習得してきました、先ほど、川

口参事の方からも答弁させていただいた

ような介護予防の視点というのと、それ

から、民間が、これまで、要介護の方に

プランを立ててきたわけですから、そう

いう実績、ノウハウとか、その辺をうま

く両方活用しながら、お互いに連携でき

るような形で利用者の方々の介護予防に

取り組んでいきたいという考えで進めて

おりまして、民間への委託と言いまして

も、あくまでプランの原案の部分をお願

いするということであって、最終的なチェッ

クについては、直営の地域包括支援セン

ターが責任を持って行うと、こういう体

制で進めてまいりたいと考えております。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　ＭＹ　ＴＲＥＥ

　ペアレンツ・プログラムの実績でござ

いますけれども、平成１６年度から始め

ておりまして、大体、これグループの人

数が、適正な規模といたしまして１０名

程度ということでもともと募集をするも

のでございますが、平成１６年度は１０

人、平成１７年度は９人、平成１８年度

は１１人の方がプログラムに参加いただ

いております。

　このプログラムは１３回行いまして、

その後、３か月後に一度集まって、どう

いう状況なのかを語り合う、また半年後

に集まって語り合うというようなことに

なっておりますが、皆さん、参加された

方、半年後まで、全部のプログラムに参

加されているというふうには聞いており

ます。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　それでは、まず、

つくし園の利用者負担についてでござい

ますが、１１月実績で２２人の方が利用

されておりまして、延べ３１８日、平均

いたしますと、お一人１４．５日の利用

となっております。

　市独自の利用者負担の軽減策を設けて

おりまして、定率負担分につきましては、

やはり市の持ち出しとなる部分が１１万

４，０６０円、それから、食費分も市の

独自の軽減措置を設けておりますので、

その分が１２万３，７１０円の、計２３

万７，７７０円となっております。

　従前の措置制度との関係でございます

けれども、従前は大阪府の措置制度とい

うことで、利用者の方は、利用者負担金

をいわゆる大阪府の方へ直接納入されて

いたわけでございます。今度、利用契約

制度になりまして、いわゆる事業者がそ

の利用者負担については徴収するという

ことになりまして、その事業者が、つく

し園の場合は摂津市ということでござい

ますので、摂津市の方が徴収するという

ことで、今回、予算計上させていただい
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ているものでございます。

　これまでの負担との比較でございます

が、摂津市の独自軽減策につきましては、

定率負担分につきましては、基本的に、

これまでの措置費の月額を負担の上限額

というふうにしておりますので、実際に

利用者の方が、これまでと比べまして、

利用者負担がふえるのは、いわゆる食費

分の、先ほど申し上げました、１１月実

績では１２万３，７１０円となっており

ます。当然、低所得世帯につきましては

免除あるいは軽減をしておりますので、

一概には言えませんが、２２人の方がご

利用いただいておりますので、平均しま

すと月額６，０００円弱程度になるかな

というふうに考えております。

　続きまして、水道料金の減免の件でご

ざいますけれども、特に伸び率が多くなっ

ているのはどのようなものかというご質

問でございますけれども、以前は独居世

帯等が比較的ふえておったわけでござい

ますが、最近の傾向を見てみますと、例

えば、ひとり親世帯で、１７年度の実績

が、これはちょっと調定件数でございま

すので、実際の利用者数と若干差異があ

るかもわかりませんので、ご了承いただ

きたいと思いますが、３，１３１件だっ

たのが、１８年度の上半期だけでもう１，

７１３件になっております。また、精神

障害の方につきましても、１７年度実績

が７１３件だったのが、１８年度上半期

だけで４０５件というふうになっており

まして、最近では、やはりひとり親家庭

や精神障害の方の伸びが非常に高いとい

うふうに考えております。

　それから、続きまして、後期高齢者医

療広域連合の市町村負担金のことでござ

いますが、先ほど、１８年度の負担金に

つきましてご説明申し上げましたが、現

在、広域連合準備委員会の方から、１９

年度の歳入歳出予算案の概要が出されて

おります。これによりますと、歳入歳出

が全体としまして１５億９，２８５万４，

０００円となっておりまして、そのうち

の市町村負担金が１５億５，９３５万４，

０００円となっております。

　先ほど申し上げました均等割、それか

ら、高齢者人口割、それから人口割に基

づきまして、摂津市の１９年度の負担が、

現時点では１，４０１万５，８６２円と

いう予定になっております。

　それから、今後のことにつきまして、

先ほど申し上げました１９年度の歳入歳

出予算、約１５億９，００万円の中で、

情報機器等整備費ということで、当初の、

いわゆるシステムの関係の金額が４億４，

３４１万６，０００円上がっております。

これは当然、初期の投資だというふうに

思いますので、それ以後は、この金額が

なくなるかというふうに思いますので、

若干負担も減ってくるかなというふうに

考えておりますが、詳しいことにつきま

しては、ちょっとまだまだ未定の部分が

多いということでございます。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　要支援のケアプランについ

てですけれども、継続については、毎月、

毎月の積み重ねで、累積の数字だという

ふうにご説明いただきましたが、新規と

して４５０件、毎月々の新規の合計がい

わゆる４５０件ぐらいになるというふう

に理解するわけですけれども、今後、居

宅支援事業者の方に委託をしていくと。

３分の１を民間委託、行く行くは半分ぐ

らいになっていくんだろうというような

お話だったと思います。

　今は直営で、要支援の部分については、

その前についてはすべて居宅支援事業者

さん等がやっておられた分を、４月の改

正から包括支援センターの方が要支援の
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方々のケアプランを立てるということで

直営でやっておられると。新たに、今後

は、また要支援の部分については、少し

ずつ民間の事業者さんに戻していくとい

うような形になってくるかと思うんです

けれども、この辺の、要支援ですから、

やはり直営でやっている場合はこういっ

た観点から、先ほどもご説明がありまし

たけれども、その方がどういった生活を

したいのかというような相談をされて、

その人にあった、必要十分なサービスを

提供していくという話し合いのもとでケ

アプランが立てられてきたものが、原案

も立ててもらうということになりますと、

委託された業者さんが原案を立てるとい

うことですか。その委託事業者さんが訪

問して相談をするということになります

ね。その辺の話し合いの仕方であったり、

それから、相手さんに対するこっち側の

問いかけのやり方について、いろいろな

ところで、少しのぶれが計画になります

とさらに大きなぶれになっていって、要

支援のケアプランが、非常に差が出てく

ることは心配されないんだろうかという

ことを思うんですけれども。

　それから、要支援のプログラムを立て

る場合でも、例えば、その人その人によっ

ては状況や性格、それから、生きてきた

経験等の違いがありますから、ケアプラ

ンを立てる上でも、どのぐらい手間がか

かるかどうかというのも、その人その人

でいろいろと差があるかと思いますが、

どういった方を民間事業者さんにお願い

するのか、どういった方を直営でやるの

か、その辺の線引きというものははっき

りされているのかどうか、ちょっとその

辺を教えていただけたらなと思うんです。

　というのは、居宅事業者さんにとって

も、非常にケアプランの報酬の問題、そ

れから制限の問題もあるかと思います。

非常に時間がかかるものだけこちらに押

しつけられてきて、さっといけるような

ものについては直でやられるとか。また、

逆の立場があったり、その辺の連携です

ね、そういったことについてはどのよう

にお考えになっておられるのか、その点

教えていただけないかなと思います。

　それから、つくし園の利用状況につい

てはわかりました。

　それから、ＭＹ　ＴＲＥＥ　ペアレン

ツ・プログラムについてですけれども、

今ご説明をいただいて、事業の中身につ

いてもお話をいただいたんですが、先ほ

ども、児童虐待のお話もありましたが、

その虐待の状況などを受けておられる、

虐待で悩んでおられるご家庭の方が、こ

ういった支援プログラム等を受けられる

んだと思うんですけれども、その支援プ

ログラムも、定員が１０名というふうな

お話がありました。この虐待の事案が発

生してから、このプログラムを受けられ

るというのは、どのような形で受けられ

る経緯になっていくのか。ご本人さんか

ら申し入れをされるのか、虐待の状況の

中から指導をされている方々、相談を受

けておられる方が、こういったプログラ

ムがあるから受けなさいということで受

けられるのか、その辺の状況を教えてい

ただけたらなと思います。

　水道減免の状況についてはわかりまし

た。

　それから、後期高齢者につきましては、

これ、法律の方で決まってきているもの

だと思いますが、ちょっと確認をしてお

きたいんですが、この後期高齢者の医療

広域連合というものは、都道府県ごとに

設置されるということですね。１９年度

の予算案が示されているということで、

こういった予算が私たちのわからないと

ころで出て、どのような形で決まってい
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くのかというのは非常に心配です。もち

ろん、議会がつくられて、執行機関もこ

れからどんどんどんどん進められていく

かと思いますけれども、この予算が決まっ

た後の、払わなければいけないというの

は義務として、市として返ってくるとい

うことだと思うんですけれども、この辺

の市としての意見を申し上げるところと

か、それから、例えば、ごみ行政であっ

たり、介護保険の行政であれば、連合と

いうのは、自治体独自で、お互いの自治

体の中から広域連合をつくり上げて、そ

この中でやっていくと。極端な話、脱退

することも可能であるというふうに理解

しているわけですけれども、この広域医

療連合については、そういった自由とい

うのは認められているのかどうか。それ

から、負担金について異議等、市として、

市の独自性とか、市の意見とかいうのを

きちんと言うて、その意見が保障される

場面というのがあるのかどうかというこ

とも、あわせてちょっと教えていただき

たいと思います。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　ＭＹ　ＴＲＥＥ

　ペアレンツ・プログラムへの参加者へ

の呼びかけの仕方ということでございま

すけれども、まずは、広くこのプログラ

ムを知っていただくということで、広報

ですとかチラシをつくりまして、いろい

ろな方に参加していただけますよという

ことをお知らせさせていただきます。

　そこに、その呼びかけにつきましても、

虐待をしているあなたということではな

くて、子育てに苦しさを感じている親の

ためのプログラムということで、例えば、

子育てにつらさを感じている、子どもを

たたいてしまう、このままでは自分がど

うなってしまうのか不安を抱いている、

そんな親のための回復支援プログラムで

すということで呼びかけをさせていただ

いています。

　そのチラシをどこかで手にしてとか、

あるいは広報を見てとか、自分が日ごろ

感じていることでということで連絡をし

てこられる方もいらっしゃいますし、ま

た、家庭児童相談室にずっと相談に来ら

れている方がプログラムに参加されると

いう場合もございますし、そのほかに、

保健師がかかわっている方の場合とかも、

このチラシを持って、こういうプログラ

ムがあって、あなたに合っているのでは

ないかというようなお話もさせていただ

きながら、プログラムへの参加を呼びか

けるということもございます。その方に

とって、一番近いところでかかわってい

る者が、チラシを持って呼びかけること

ができるように、それも参加しやすいよ

うに呼びかけられるような配慮をしなが

ら進めているというところでございます。

○上村委員長　川口参事。

○川口介護保険課参事　ご質問のありま

したケアプランについてですけれども、

先ほど答弁させていただいたように、話

し合いということで、ご本人さんと話し

合って、目標を立ててプランをつくると

いう基本的な流れについては、予防のそ

ういうマニュアルというようなものもつ

くりまして、差のないようにということ

には努めていきたいと思っております。

　まず、一部委託ということですので、

あくまでも担当ということで言いますと、

居宅介護支援事業所ではなくて、担当は

あくまでも地域包括支援センターで、原

案の作成を一部委託ということになりま

すので、契約については、地域包括支援

センターと要支援の方については契約を

結ぶということですので、必ず一度は、

契約については、あくまでも包括の職員

の方が、委託をする場合であっても契約
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には同行して、その場でご本人さんを見

たり、あるいはサービス担当者会議とい

うことで、要支援のプラン作成について

はサービス担当者会議を必ず開くことと

いうふうな位置づけがございますので、

今まで提供されているプランとかなり変

更が必要な場合には、このサービス担当

者会議の方にも、居宅の事業所のケアマ

ネジャーだけではなくて、包括支援セン

ターの職員の方も同行するような計画で

おります。

　あくまでもそういう一部ということの

委託ですので、支援計画表ですね、契約

をして、ご本人をこちらの方も見ますし、

計画表の方の提出ですとか、それに基づ

くプランの方の利用表と申しまして、何

回ヘルパーさんに来ていただくとか、そ

ういうふうなものも、種類についても、

一式こちらの方に提出というふうな位置

づけで、そのあたりでむちゃなプランに

ついてはチェック機能が働くんじゃない

かというふうに思っております。

　ご心配いただいているように、むしろ

予防のプランについては、過大サービス

というのはどうしてもサービスの上限額

がありますので、むしろ過大サービスと

言うよりも過少サービス、月額報酬でご

ざいますので、ご本人にとって必要なサー

ビスなのに、むしろ提供されない、５回

行っても、１０回行っても値段が一緒と

いうふうな場合がありますので、そうい

う場合には、むしろ過少サービスという

可能性がございますので、そのあたりに

ついての十分なチェックと、あと、要支

援の方で言いますと、介護保険のサービ

ス外の一般サービスの利用もあわせてプ

ランに位置づけるという必要がございま

すので、そのあたり、各ケアマネ部会で

すとかそういったところで、介護保険以

外のサービスについての、そういう情報

の違いによって市民の方に不利益がない

ような形で、各部会を通して研修という

ふうなことも同時進行で考えております。

　対応困難なケースが委託を受けられず

に、簡単なケースだけ受けられてという

傾向は、恐らく、この後、やっぱり否定

できない部分があるのかなと、簡単なケー

スだけを事業者が持たれて、なかなか利

用者さんの方が主張が強いとか、そうい

うような方はこちらの方に回ってくるん

じゃないかというふうにも思いますが、

ご指摘いただいたように、８件問題とい

うことで、要支援のプランの作成の数に

上限がありますので、事業者さんの方と

しても全部受けられないというふうな事

実の中で、介護報酬に比べると支援の方

の報酬が低いということもございますの

で、そういった余り表には出ないけれど

も、事業者さんの中でのそういった傾向

については、むしろ、それはそれでこち

らの方で担当させていただいたらいいの

かなというふうには考えております。

　数について言いますと、９月末で、プ

ラン作成の方が、包括支援センター直営

で２６６件、年度末には３５０件程度、

委託の方が１８０件程度ということで、

先ほど、課長の方から説明がありました

ように、２対１ぐらいの割合で、今年度

末の数としては考えております。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　後期高齢者の医

療制度についてでございますけれども、

まず、ご指摘のように、後期高齢者医療

広域連合につきましては、府下全市町村

が加入するということになっております

ので、今ご指摘がありました、例えば、

脱退というような自由があるのかという

ことでございますが、法の主旨からする

と、そういったことは想定していないん

ではないかなというふうに考えますが、
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私の立場から言えば、これ以上のご答弁

はできないかなというふうに思っており

ます。

　それと、先ほど申し上げました、１９

年度の歳入歳出予算につきましては、あ

くまで広域連合の準備委員会の方が、各

市町村で１９年度の予算要求をしていか

なければならないということで、あくま

でそういったことから、概算ということ

で予算を出しておられるものでございま

して、まだまだ国の方からの細かい点に

おきまして詳細が出てない部分もござい

まして、現時点において考えられる範囲

ということでご理解をいただきたいとい

うふうに思っております。

　それから、市が広域連合等に対してい

ろいろ意見を言う場所があるのかという

ご指摘かと思いますけれども、先日も準

備委員会が主催いたしまして、三島ブロッ

ク、吹田市と茨木市、高槻市、それから

島本町と大阪府も入られまして、私ども

と意見交換会を開催させていただきまし

た。準備委員会あるいは大阪府の意向と

いたしましては、広域連合ができてから

も、どういった形になるかは別としまし

て、そういったブロックレベルで意見交

換会と言いますか、市町村の意見を聞い

ていきたいということもおっしゃってお

られますので、市といたしましてはそう

いった立場、そういった場所を活用させ

ていただきまして、市としてのいろいろ

なご意見を申し上げていきたいと思って

おります。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　要支援のケアプランにつき

ましてはわかりました。

　今、ご答弁もいただきましたように、

必要なサービスがケアプランを立てられ

る方によって受けられない方が発生した

りとか、それから、トータル的な情報が

提供されないということで、サービスに

差が生まれたりすることがないように、

ぜひ対応していただきたいと思うんです。

　一部委託ということですから、先ほど

もお話がありましたが、委託業者さんと

一緒に訪問していただいて、あくまでも

契約は包括支援センターということです

から、包括支援センターが責任を持つと

いうことになるんだというふうに理解し

ました。

　ますますその包括支援センターの業務

というのが、一部委託しても、先ほども

ありましたけれども、これから、権利擁

護の問題やさまざまな業務が出てくるか

と思います。そういった面では、今の人

員の状況で果たして本当にこなしていけ

るのかどうか、その辺が非常に心配され

るわけです。今後の状況も注意深く注目

をしておきたいと思いますけれども、必

要ならば人員をふやして、きちんとした

対応ができるような、そして、包括的に

要支援、それから、介護の業務ができる

ような状況として人員をふやすというこ

とも考えていかなければならないなとい

うふうに感じております。

　その点、ちょっとトータル的に、今、

部長、助役の方から、その包括支援セン

ターの今の状況と、それから人員の状況

と今後の人員増の問題等を含めて、お考

えをもしお聞かせいただけたらお願いい

たします。

　それと、ペアレンツ・プログラムにつ

いてはご説明いただきましてわかりまし

た。定員が１０名ということで、非常に

先進的な取り組みということで厚労省か

らも認められて、補助金も得られたと。

専門分野のファシリテーターさんの報酬

への補助金もつくということなんですけ

れども、恐らく、いろいろな悩みを持っ

ておられる方がたくさんいらっしゃると
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思います。このプログラム、１０名とい

う定員が、現状で少ないのか多いのか、

もっとふやしたら、もっと本当は応募者

が多くて、今定員いっぱいですというこ

とでお断りされているような状況であれ

ば、ふやしていくということも考えなけ

ればならないのかなと思ったりするわけ

ですが、その点だけ、今の応募の状況と、

それから、今後もふやすべきだと思うん

ですけれども、その点の考え方、最後に

ちょっとお聞かせください。

　後期高齢者については、法律によって、

都道府県ごとに広域連合をつくるという

ことになってきますので、なかなか市町

村ごとが脱退をして、後期高齢者の方の

医療をどうしていくのかということは、

現実問題としては非常に難しい問題があ

るかと思います。

　一方で、地域によって、それから、自

治体によって、それから、今までの医療

の窓口の歴史なども含めて、同じ大阪府

といえどもいろいろ実情が違うというの

があると思うわけです。

　今までですと、摂津市の方でしたら摂

津市の窓口に来て、いつもの担当の職員

さんが来て、顔を会わせて自分の思いを

ぶつけられる。それに対して、きちんと、

すべて言った要望が全部返ってくるかど

うかは別にしても、やはりそこで意思の

疎通やコミュニケーションというのがと

られてきたかと思います。この後期高齢

者医療の広域連合になってきますと、そ

この窓口が遠くの方になっていってしま

うのではないかというふうな非常に不安

もありまして、負担金はどんどんと出て

くる、しかし、地域の思い、それから住

民の思いというのは届かない、しかし、

そこからは脱退はできないというような

状況で、しかも、後期高齢者の方々の給

付費がふえれば、広域連合には独自の財

源というのがありませんから市の負担、

そして、同時に高齢者の方々の保険料へ

もう直接はね返ってくるという問題もあ

るかと思うんです。そういう点からいく

と、やはりこの後期高齢者医療の広域連

合というもの自体、非常に問題のあるも

のであるというふうに改めて思わざるを

得ません。

　そういう点からも、後から条例につい

て、もう少し規約の中身についてはお聞

きしたいと思いますけれども、私、そう

いう思いを持っているという意見を表明

しておきたいと思います。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　ＭＹ　ＴＲＥＥ

　ペアレンツ・プログラムへの応募の状

況でございますけれども、平成１７年度

は９名で、１０名には満たなかったとい

う状況がございます。平成１８年度につ

きましては、１４名の方のご応募があっ

たということでございますけれども、お

一人おひとり面接をさせていただくわけ

ですけれども、その中で、マイトリーの

プログラムというよりも、ほかの問題を

抱えておられるのではないかという方が

お一人、それから、同じところに通って

おられて、ふだんの生活の中で顔を会わ

せる機会があるという方がいらっしゃっ

たということで、そういう場合には、や

はりマイトリーのプログラム自体が、周

りへの秘密というところが非常に強い性

格を持ちますので、生活で絶えず顔を会

わせる方というのは、できるだけ同じ場

に参加しないというふうなことにもなっ

ていますので、お一人の方につきまして

は違った形で対応していくということに

なりまして、もう一人につきましては、

実際、プログラムを始めるまでにちょっ

とご都合が悪くなられたということで、

１１名でプログラムを開始しているとい
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うふうな状況でございます。

　このプログラムの人数ですとか回数で

すとか、そういうことのお話だと思うん

ですけれども、グループでお互いに自分

のことを語り合いながら、自分を見詰め

直しながら、自分の子どもへの対応に気

づいていくという、そういう過程を通っ

ていくプログラムでありますので、余り

にも多い人数で行いますと効果が得られ

ないということもありまして、１０名ぐ

らいというふうになっております。

　これを、年間の、今１回だけ開催して

おりますけれども、この回数をふやすと

いうことになりますと、非常に職員の負

担も大きくなりますし、補助につきまし

ても、単年度の補助でございますので、

ファシリテーターをすべてよそからお願

いをしてやっていくということができま

せんので、今のところは、もうこのまま

の形というふうに考えております。

○上村委員長　堀口保健福祉部長。

○堀口保健福祉部長　この地域包括支援

センターのあり方ということでございま

すけれども、これは、介護保険事業計画、

これを１７年度に策定したわけですけれ

ども、その部分につきましてのあり方と

しまして、中学校区ごとがいいであろう

というのが基本的な部分であったわけで

すけれども、本市におきましては市域が

そんなに広くないというようなことがあ

りまして、安威川以北、以南、１か所ず

つで設置していこうかという話もござい

ましたが、当面、どの程度の方がおられ

るのか、対象者となるのかということで、

摂津市の方で１か所で設置していこうと

いうことに決定したわけでございます。

　そして、今の状況の中で、やはり対象

者がふえてくるということで、新たな職

員を配置するということも考えておりま

すけれども、その人の確保につきまして

は、専門職ということでございまして、

なかなか人の確保がままならないという

のも現状でございます。そして、物理的

な問題もございまして、これ以上、どれ

だけの職員が１階の部分で入れるのかと、

物理的な問題もございますし、これから

伸びがどれぐらいあるのかというのも実

際に今検証していかないかんのですけれ

ども、これはもう当初からご説明させて

いただいたように、３年後をめどに方向

性を決めるということを説明させていた

だいておるわけですけれども、今の状況

で、人の確保が、専門職であるがために

難しいというのが第一の問題であろうと

思っております。

　そして、次期計画を策定するまでには、

方向性もきっちりさせていきたいと考え

ております。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　ＭＹ　ＴＲＥＥ　ペアレン

ツ・プログラムの方はわかりました。あ

りがとうございます。

　包括支援センターの業務の量と人員数

ということで言うと、非常にやっぱり困

難な状況になってきているというふうに

認識しています。今、部長からもご答弁

がありましたが、中学校区ごとに、地域

に密着したセンターということが一番ベ

ターだというふうに思うわけですけれど

も、１か所で２圏域に分けて、当初は、

人口何人に対して何か所ということで指

針なども立てられていたかと思いますが、

摂津市の状況から見てみると、そういっ

た数字から見ても、やっぱり一つのセン

ターで２圏域に分けて、二つの体制は組

んでいるものの、やはり今のケアプラン

の増加であったり、今後や、ケアプラン

以外の包括支援センターの業務、多岐に

わたりますし、専門性を要する問題であ

りますから、やはりマンパワーというの
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が欠かせないものだと思いますので、そ

の点は、やはり次期と言わず、必要であ

れば、人員の確保も含めて、それから、

庁内の中の研修も含めて、高めていただ

きたいというふうに思っておりますので、

要望としておきます。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　　（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

　　（午前１１時１９分　休憩）

　　（午前１１時２１分　再開）

○上村委員長　再開します。

　議案第６９号及び議案第８３号の審査

を行います。

　本２件につきましては補足説明を省略

し、質疑に入ります。

　質疑のある方、どうぞ。

　山崎委員。

○山崎委員　まず、この議案第８３号、

税制の改正ということについてお伺いし

たいと思います。

　これは、後ほどの議案第８０号と同じ

ものだと思うんですけれども、これは、

いつの時点というか、私ちょっと調べさ

せてもろたら、前回の１６４回の国会、

６月１８日に終わった分で改正されたも

のだというふうにちょっと理解してよろ

しいんですか。

　まず、それからお聞かせ願いたいと思

います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　議案第８３号の国

民健康保険条例の一部を改正する条例の

件につきましてですが、これにつきまし

ては、地方税法施行令等の一部を改正す

る政令、平成１８年、政令第１２１号の

施行に伴いますものでございます。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　だから、ことしの６月１８

日に閉会した国会で改定された法律に基

づくということでよろしいですね。

　それで、そうしますと、これ、この間

の税源移譲、負担割合の変更ということ

で、税制が改変されてきたものと同時進

行で、一括でやられてきているものだと

思うんですけれども、この税法上の分で

言うと３６条が削除されて、調整控除な

どがなくなっているということだと思う

んですけれども、この調整控除などを変

更された部分で、この国民健康保険料の

算定に影響が出るものかどうか、出ると

したら、幾らぐらい保険料の算定が変わっ

てくるのかということがわかればお聞か

せ願いたいと思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　今回の改正により、

保険料の算定に影響が出てくるのかどう

かというご質問でございますが、今回の

改正による保険料の算定への影響という

のは今のところございません。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　結構です。

○上村委員長　ほかにございませんか。

　村上委員。

○村上委員　議案第６９号の８ページの

ところなんですけれども、款７、繰入金、

項１、一般会計繰入金、目１、一般会計

繰出金と目２の保険基盤安定繰入金とい

うことで、今回、補正額２，０００万円

強の補正がされているということなんで

すけれども、この中身についてお聞きし

たいというふうに思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　今回、補正をお願

いしております一般会計繰入金と保険基

盤安定繰入金についてでございますが、

まず、一般会計繰入金の中の国保財政安

定化支援事業の繰入金１２３万５，００

０円につきましては、国保の加入者のう
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ち、高齢者の占める割合に応じて財政的

な支援が行われるものでございまして、

こちらの方が、一人当たりの医療費とい

うことで、差額部分で算定されている部

分が、当初４万１，０００円ほどの部分

につきまして、４万５，０００円に増加

がありましたために、今回、補正をお願

いしている部分でございます。

　そして、保険基盤安定繰入金１，９３

２万円の補正をお願いしている部分につ

きましては、これは、加入者の所得の基

準に応じまして、７割、５割、２割の保

険料の軽減という措置がとられておるわ

けですが、その部分につきまして、国、

府、市からの財政補てんをいただくもの

でございます。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　この２，０００万円の補正

が組まれているということなんですけれ

ども、今の国保財政安定化支援事業繰入

金につきまして、高齢者の割合に応じて、

その分で入ってきているということで、

先ほども、４万１，０００円から４万５，

０００円に増えたとお示ししていただき

ました。これ、今後の動向いうんですか、

伸び率というか、その辺のもしお考え等

があればお聞きしたいというふうに思い

ます。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　この国保財政安定

化支援事業、高齢者の加入割合に応じて

一定の補助を受けているものでございま

す。

　高齢者、７５歳以上ということで、こ

の部分につきまして、今後の見込みなん

ですが、先ほど、一般会計の中でも若干

議論がございました、平成２０年度の後

期高齢者医療制度等々の関連も出てきま

して、それ以降の取り扱いについては、

今の時点では、はっきりしたものが国か

らは示されていない状況でございます。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　摂津市におきましては、ま

だ高齢化率というものが、府下平均、ま

た国平均にしても約５％近く低いという

ふうにお聞きしとるんですけれども、こ

ういった中で、そういう高齢化率が低い

ということで、他市に比べれば金額はちょっ

と低いのかなと、そういうふうに思って

おるところなんですけれども、そういっ

た中で、これは割合に応じてということ

なんで、どうのこうのということはない

と思いますので、今後、しっかりとまた

健全な運営というんですか、そういうも

のをお願いしたいというふうに思います。

○上村委員長　ほかにございませんか。

　　（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

　　（午前１１時３１分　休憩）

　　（午前１１時３５分　再開）

○上村委員長　再開します。

　議案第７１号の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎委員　では、まず、後期高齢者医

療広域連合ということが始まるという中

身についてお聞きしたいと思います。

　これは、この６月１４日に成立した、

医療改悪と我々は呼んでますけれども、

これ民主党さんも含めて反対をしたわけ

ですけれども、高齢者の負担が広がるん

ではないかということで、しかし、これ

は、まず、健康保険法に準ずる老人健康

保険に含まれているということであると

思うんですが、まずそこを確認したいと

思いますが、お願いいたします。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　ご質問の件でご
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ざいますけれども、新しく後期高齢者の

医療の確保に関する法律というのができ

まして、それに基づいての制度というふ

うに認識いたしております。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　先日、大阪の生活と健康を

守る会という会が、大阪府当局と予算要

望、交渉を持っておりまして、これが保

険法に準ずる老健の中身であるという確

認をさせていただいております。

　ですから、この保険法というのが、福

祉と社会保障の法律であるということが

第１条でうたわれておりますので、これ

をしっかり認識してもらって、社会保障

の点で、保険料の減免であるとか、福祉

の扱いに準じて行っていけるものである

という認識を確認させてもらったところ

なんです。

　ですから、まず、この広域連合ができ

ていく形で、我々、問題にしたいのは、

まず、これ責任の所在なんですが、最終

的には厚生労働省が総括するということ

にはなると思うんですけれども、厚生労

働省が決定をして、連合議会ができて、

それが決定をして、府、市としては窓口

として事業をするだけということでは、

各自治体の自主性というか、物が言える

場面がどうなっていくのかということが

心配なわけです。

　というのが、まず、議員定数の問題で

すけれども、府下４３自治体があります。

この定数が２０になっているということ

は、各自治体から、最低一人ぐらいは審

議に参加できる形をするべきなんではな

いかと我々は思っているんですけれども、

この点について、お考え方がもし示され

ているようでしたら、お聞かせ願いたい

と思います。

　それから、負担の軽減と減免について

お聞きしたいんですけれども、介護保険

では、減免のための三原則というのが国

から持ち込まれてきてまして、免除制度

が全くないと。繰り入れの制限が事実上

持ち込まれてきておりまして、これと同

様の扱いにこの医療もならないかという

懸念があるわけですけれども、今、国保、

老健の方では減免制度、先ほども補正予

算にも出てましたけれども、７割減免と

か２割減免とかいろいろあるわけですが、

要件によって。これが広域連合になるこ

とで、自治体独自の減免ができなくなる

んではないかと。その辺で、その連合に

対して納付さえできれば、自治体によっ

て老齢化率が異なったり、生活の実態と

かいろいろあるわけですから、自治体独

自の中で軽減策をつくっていくというこ

とは可能なのかどうか、そういう考え方

があるのかどうか、お聞かせ願いたいと

思います。

　介護保険では、老齢化というか、介護

にかかるところとそうでないところで保

険料の負担が全然違うとか、大変だとか

いうような今弊害がもう既に出ているわ

けですから、これが大阪府下全体で保険

料１０％を決めていくということになれ

ば、実態に合わせてというか、実態に違っ

て、摂津市は思ったよりも保険料が重く

なってきていることも考えられるわけで

すから、そういった手だてをとっていく

というお考えがあるかどうか、ちょっと

お聞かせ願いたいと思います。

　それから、１１月に、全国の生活と健

康を守る会で、介護保険の減免制度、こ

の三原則に対する見解なども伺ってきて

おりまして、これでは、禁止事項ではな

いということで、できないとか、禁止さ

れているとか、罰則があるとかいうこと

ではないという認識は確認がとれていま

すし、それから、この三原則そのものも、

見直しの検討もするという言質までとっ
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てきておりますので、その辺も考えて、

自主的な後期高齢者の医療の扱いという

のを検討していただきたいと思いますの

で、お答えください。

○上村委員長　答えられる範囲で答えて

いただけますか。

　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　保険料の減免等

につきましてのご質問かというふうに思

います。

　減免につきましては、国民健康保険と

同じ制度が設けられておりますけれども、

独自の軽減についてでございますけれど

も、今度の後期高齢者の医療制度の保険

料につきましては、今、国が示しており

ます、あくまで試算ではございますけれ

ども、原則７５歳以上の方を対象とした

制度でございますけれども、現行の国民

健康保険におけます保険料に比べまして、

制度当初につきましては、保険料が１０

％ということで、現在の国保の保険料に

つきましては、基本的に国保につきまし

ては、５０％が保険料で賄われていると

いうことになっておりますので、この後

期高齢者の医療制度につきましては、あ

くまで保険料は１０％ということで、当

面につきましては、７５歳以上の方につ

きましては、保険料については一部の方

を除きまして、安くなるんではないかと

いうふうに言われております。

　そういった状況も含めまして、現時点

においては、市独自の軽減については考

えておりません。

　今後、制度の中身につきましても、含

めて勉強してまいりたいというふうに考

えております。

　定数につきましては、広域連合の準備

委員会の方から一応いただいております

資料等を見ますと、９月末現在で、全国

の都道府県の方に調査をされておりまし

て、議員定数につきまして、未定以外の

回答をいただいた２２団体中、議員定数

につきまして、構成市町村数と同程度の

数とするものが一応６団体、それから、

構成市町村により少ない数とするものが

１６団体というふうになっているという

ふうにお聞きしております。

　そういったことも含めまして、準備委

員会の方では、定数を２０名という形に

されたというふうに聞いております。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　先ほどご説明いただきまし

て、この広域連合で取り扱う予算規模が、

７５歳以上のお年寄りの、要するに健康

状態というか、医療費の割合によって決

まってきます。そうしますと、大阪府下

全体で、極端な話、７５歳以上の方の医

療費が膨れ上がった場合は、摂津市では

膨れ上がってなくても、摂津市の７５歳

以上の方の保険料１０％が総額的には上

がるということにもなるわけですよね。

　先ほど、若干、これ国の試算では下が

るということなんですけれども、ふえる

方のケース、もし具体的に何か想定あり

ましたら、どういう方がふえるのか、お

聞かせ願いたいと思うんです。

　現行の保険料が非常に小さい方でも、

要するにふえるということになろうかと

思うんですけれども、このふえた方の軽

減と言えば、生活実態に合った保険料と

いうのをやっぱりしっかり考えていかな

くてはいけないと思うんです。

　先ほどもお聞きしましたけれども、独

自減免ができないというものであるのか

どうか。これが、先ほど言ったように、

法定の国保と同じような減免はできると

いうことなんですけれども、独自減免が、

この広域連合ができたがゆえにできない

ということになるのかならないのか、そ

の辺、聞かせていただきたいと思います。
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○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　まず、保険料で、

現行の国保に比べまして増額となると想

定される方でございますけれども、今現

在、いわゆる社会保険の被扶養者となっ

ておる方ですね、この方につきましては、

現在、保険料が、個人としてはかかって

きておらないわけでございますけれども、

これが、現在、国試算では、減免後の推

計でございますが、約１，５００円かかっ

てくるというような数字が出ております。

　それから、制度として減免ができるか

できないかということについてでござい

ますけれども、少しまだまだ不勉強でご

ざいまして、このあたりについてははっ

きりとしたお答えを申し上げることがで

きませんので、現時点においてはちょっ

と、できるともあるいはできないともお

答えしかねるところだと思いますけれど

も、基本的には、減免という形ではでき

ないんではないかなというふうに考えて

おりますけれども、確定的ではございま

せんので、もう少し勉強させていただき

たいと思っております。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　先ほどもお話させてもらい

ましたけれども、介護保険の方でも減免

はできないこと、禁止されているという

ようなことはないというのは、厚労省の

方でも確認させていただいておりますの

で、ぜひ研究の方を進めていただきたい

と思います。

○上村委員長　暫時休憩します。

　　（午前１１時４９分　休憩）

　　（午後　１時　　　　再開）

○上村委員長　再開します。

　質疑のある方、質問をどうぞ。

　村上委員。

○村上委員　今回、この後期高齢者の医

療広域連合を設置ということで、協議の

件ということで上程はされているという

ことなんですけれども、今後、これがも

し平成２０年に実施されると、市として

どういう業務が生じてくるのかというこ

とと、今、高齢者の医療の方の関係もあ

るんですけれども、所管がどういうふう

になっていくのかということをお聞きし

たいと思います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　平成２０年４月

から後期高齢者の医療制度が始まるわけ

でございますけれども、広域連合が設立

するということで、医療給付や保険料の

決定等につきましては広域連合が行う業

務とされておりますけれども、保険料の

徴収事務及び被保険者の便益の増進に寄

与するものにつきましては、広域連合の

処理する事務から除外されておりまして、

これらの徴収の事務につきましては市町

村の方の事務という形になっております。

　被保険者の便益の増進に寄与するもの

としての中身でございますけれども、各

種の申請、届け出の受け付けや被保険者

証の引き渡し等の窓口業務というふうに

考えております。

　それから、所管についてでございます

けれども、今現在、２０年４月から後期

高齢者の医療制度につきまして、保健福

祉部のどの部局で担当するかにつきまし

ては、内部で検討している段階でござい

ます。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　今後は、摂津市といたしま

しては、保険料の徴収から申請、そういっ

た窓口業務として、摂津市としての業務

があるということでございます。

　そういった中、今回、件名に上がって

おります協議の件ということで、中身云々

のことを言うことではないんですけれど

も、やっぱり行政として、この広域連合
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の設置に対して何ができるのかなという

ことで、その関連からお聞きしたという

ところで、この連合の運営に関しまして、

摂津市としてというんですか、我々議員

として何ができるのかなというふうに思っ

たところで、質問させていただきました。

　それと、国保の方から老健の方に拠出

しているというような会計もあるんです

けれども、この国保への影響いうんです

か、国保の保険料等とそれがどう変わっ

ていくのかということをお聞きしたいと

いうふうに思います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　先ほども申し上

げましたが、後期高齢者医療制度につき

ましては、原則７５歳以上の方を対象と

しておりまして、例えば、医療給付費が

変わらないとしますと、そのうちの５割

につきましては公費負担が継続されると。

残り５割につきまして、老健制度のよう

な拠出金にかわるような制度と、それか

ら、１０％の保険料という形になってま

いりますけれども、健保等の被用者保険

につきましては、現在、５０％という拠

出金が４０％になるということで、恐ら

く負担は減ることだろうと思いますけれ

ども、国保につきましては、その保険料

１０％部分につきましても、ほぼ国保に

入っておられる方の保険料ということに

なると思いますし、その保険料そのもの

が、先ほど申し上げましたように、制度

当初は若干安くなると言いますか、下が

る方が多いかというふうに思いますので、

後期高齢者医療制度だけをとりましたと

きに、国保にとりましては、確定的なこ

とは言えませんけれども、少し負担がふ

える可能性もございます。

　しかし、今回の医療制度改革につきま

しては、前期高齢者と言いまして６４歳

から７４歳までの方の保険の制度もでき

ておりまして、この部分につきまして、

いわゆるこの該当者の方が国保に当然た

くさん加入されておられるわけで、他の

被用者保険との関係では非常に不公平が

出るということで、この辺につきまして

も財政調整が行われるというふうにお聞

きしておりますので、そういったことを

含めたときに、今度の制度改革全般が国

保にどのような影響を与えるかにつきま

してははかり知れないところがございま

して、確定的なことは、ちょっと現段階

では申し上げられないというような状況

でございます。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　国保の方については、今後

しっかりとまた内容を精査していただい

て、適正な運営をお願いしたいというふ

うに思うわけです。

　先ほど、ちょっと保険の徴収というこ

とを言われておりましたけれども、現実、

もう社保の扶養に入っておられる方が、

今回この後期高齢者の方に新たにまたふ

えてくるというふうに認識しておるんで

すけれども、そういう認識に立てば、こ

の保険料の徴収というのは今まで以上に

今度ふえてくるということで、例えば、

もし未徴収とかいうことが出てくれば、

再度、訪問とかいう形、納付の依頼の郵

送、その辺の業務がふえてくるのかなと

いうふうに思っとるんですけれども、そ

のあたりについて、どういうふうにちょっ

と考えておられるのかということをお聞

きしたいというふうに思います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　今回の制度改革

に伴いまして、これまでの老人保健制度

にはなかった業務として、保険料の徴収

の業務が出てくるということで、今、委

員のご指摘のような形での業務がふえる

ことが想定されます。
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　現在、既に国保あるいは介護保険等で

も徴収業務がございますので、そういっ

た業務と一体的な形で取り組めるかどう

かも含めまして、効率的な形での業務が

運営できるように、先ほどご質問があり

ました、担当課も含めまして検討してま

いりたいと考えております。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　先ほどの徴収の件もありま

すけれども、本当に、保険料も含めまし

て、適正なというか、市民にそう負担の

かからないような形で、今後、業務の運

営をお願いしたいと思います。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　渡辺委員。

○渡辺委員　先ほど、ちょっとご答弁の

中で、準備委員会ですね、これ、その準

備委員会のメンバー言うか、どういう状

況で準備委員会が開かれているのか、ど

ういう構成で準備委員会が開かれている

のか、お聞きしたいと思いますので、お

願いします。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　広域連合の準備

委員会につきましては、平成１８年９月

１日付で、市長会及び町村長会の役員市

町村ということで、具体的には、貝塚市、

枚方市、池田市、富田林市、寝屋川市、

泉南市、大阪市、堺市、熊取町、豊能町、

千早赤阪村の１１市町村の首長で組織す

る、大阪府後期高齢者医療広域連合設立

準備委員会を設置し、これまで、広域連

合設立に当たりましての課題整理や協議・

調整を進めてきているところでございま

す。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　これ、規約案という形になっ

とるんで、この内容に関しては、まだ変

更できる余地があるわけですよね、当然、

案という形になってきたら。例えば、こ

の定数２０人という形ですけれども、先

ほど、いろいろ質問の中で、やっぱりそ

れぞれの市町村の状況というのはあるわ

けであって、我々議員としたら、各市町

村から一人ずつ上げていただいて、その

中で、それぞれの事情を踏まえた中での

話し合いをされるということが、一番僕

はベストじゃないかというふうに思いま

すので、そのことに関して、ちょっとご

意見をお聞きしたいと思います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　先ほど、議員定

数の問題につきましてはご質問がありま

して、我々といたしましては、広域連合

の方から、先ほどご答弁申し上げました

ように、９月末現在で、全国都道府県で

どのような状況になっているかという調

査の実態と、それから、議会の議員定数

につきましては、広域連合といたしまし

ては、行財政改革を推し進めています市

町村が設立主体であることから、効率的

な組織で運営することが求められている

と。

それから、議会の規模につきましても、

効率的で、かつ実質的な審議を行うため

の適正な規模が望ましいということで、

勘案した結果、２０名という人数になっ

たというふうに報告をいただいておりま

すけれども、その２０名につきましての

具体的な根拠という形では聞いておりま

せんので、ご了解いただきたいと思いま

す。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　何をもって効率的いうのか、

僕は意味がちょっとわからないですね。

　こういう問題は、先ほども言いました

ように、各市町村のそれぞれの事情があ

るんです。やっぱり高齢化が進んどる市

町村もあるし、また、若い市町村もある

わけですから、当然、２０人というその
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人数の出し方とか、そういうことも非常

に、これ難しい問題も出てくると思うん

です。

　そういう点から考えましたら、各市町

村からの代表を１名なり出していただい

て、そこで十分議論することが、効率よ

り議論することが僕は大切なように思う

んですけれども、その点、ちょっとお聞

きしたいと思います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　今、渡辺委員か

らご指摘がありました、議員の定数とし

まして、各市、最低１名ですね、そういっ

た形で選ばれるべきではないかと、こう

いったご意見があるということにつきま

しては、広域連合の会議の中でも、広域

連合準備委員会からのご説明の中でも、

そうしたご意見があるということについ

ては、十分認識はしているけれども、先

ほど申し上げました、いろいろな点を検

討した結果、それから、先ほどの、全国

的な調査も含めまして、大阪府といたし

ましてはその２０名という形で対応して

まいりたいというご説明をいただいてお

ります。

　まさに渡辺委員おっしゃいますように、

それぞれの市の状況がございますので、

各市町村の方から、やっぱり最低１名は

選ばれるべきではないかというご意見も

ございました。そういった意見が準備委

員会の場でも述べられておりますけれど

も、最終的には、準備委員会の原案どお

りという形で提案をされたという経過も

ございますので、ご理解をお願いしたい

と思います。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　これは、あくまで案ですよ

ね。案ということは、これは議論の中で

変更もやっぱり考えられるわけであって、

こうなりましたので、こういうふうにお

願いしますだけでは、これはあかんと思

うんです。これ、多分、どこの議会にお

いても、何で２０人や、それぞれの市の

代表が出て、そこで発言すべきやという

ふうな、僕がこういうふうに言う質問が

大概出ると思うんです。

　例えば、これ、統一地方選挙で、選挙

の絡みもあるわけですわな。それから、

また、今言うたように、さまざまな議員

の立場があるわけであって、そこで２０

人というのは、非常に、私としたら、そ

の内容の議論がどういうふうにされたの

かというのが非常に私は興味があるんで

す。

　だから、何かこのままで、こうなりま

したから、皆さん、賛成してください。

こうなったからというような一つのね、

それやったら、これ（案）いうことをつ

けんかったらええわけで。

　ほかのことに関しては、そりゃそれな

りにきちっと理由はあるけれども、代表

として行って、そこでいろいろな発言し

て、そのことが一つの決まり事を決めて

いくというのは、ごっつい重たいもんな

んですよね、これ、はっきり言うて。

　だから、そういう意味から、私どうも

理解できないんですよ。ほなら、よその

都道府県も、そう２０人になっとるなら、

人口割合もありますやんか、いろいろと、

市町村の数もありますでしょ。そういう

ことから考えたら、なぜ２０人になった

いう根拠が、非常に、僕は、理由が希薄

と思うんですけれども。

　その点について、ちょっとご答弁いた

だきたいと思います。

○上村委員長　これ、登阪参事、その２

０人の根拠ということについて、実際、

登阪参事がかかわっていたことではない

だろうし、そのことで答弁ができにくい

ようです。
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　暫時休憩します。

　　（午後１時１４分　休憩）

　　（午後１時２７分　再開）

○上村委員長　再開します。

　渡辺委員。

○渡辺委員　この案に関して、私自身は

やっぱり非常に腑に落ちないところがた

くさんあるんですけれども、ただ、私が

言いました一つの質問の中で、可能か不

可能か、そりゃわかりませんけれども、

きちっとそういう立場において、理事者

側がそれなりの、準備委員会なり、今後、

我々の意見をしっかりと述べていただく

ことを強く要望して、質問を終わりたい

と思います。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　一般会計の補正予算の方で

も質問をさせていただきましたけれども、

この後期高齢者医療制度は、さきの国会

で、さまざまな医療制度の改定の中の一

つとして、平成２０年、２００８年の４

月からスタートするというものでありま

す。

　私たちは、この後期高齢者医療の広域

連合の医療制度については、７５歳以上

のすべての方が、既存の今入っておられ

る国民健康保険とか健保組合とか政管健

保から完全に切り離して、７５歳以上の

方だけの医療保険制度をつくるというこ

とで、先ほどもご答弁されていましたけ

れども、家族に扶養されていて、収入が

ないと。しかも、今まで医療保険料の負

担がなかった方に対しても、介護保険と

同じように、一定の年金をもらっている

方、具体的には年間１８万円といわれて

ますけれども、その年金から、すべての

７５歳以上の方から天引きをしていくと、

もしくは普通徴収をしていくという制度

で、保険料は、当面は今までよりは安く

なるとご説明もありましたけれども、全

く負担のなかった、負担能力のない方か

らも保険料をとっていく制度として、非

常に問題のある制度だということは、ま

ず最初に申し上げておきながら質問をし

ておきたいと思うんですけれども。

　国の方の試算では、今回の後期高齢者

医療制度の対象者、７５歳以上のすべて

の方と、６５歳から７４歳までの方で寝

たきりなど一定の条件の方、１，３００

万人と言われていますが、摂津市の対象

者はどのぐらいを見込んでおられるのか。

　それから、先ほども答弁もいただいた

かと思うんですけれども、改めて、今ま

で保険料の負担がなかった方が、新たに

保険料負担となる方は大体どのぐらいい

らっしゃる見込みなのか。それから、特

別徴収となる方、今申し上げました、年

金１８万円以上の方で天引きとなる方と

いうのはどのぐらい、国の方のいろいろ

な報道ですとか資料を見てみますと、全

体の８割ぐらいというふうに報道されて

いたりしてるんですけれども、摂津市で

は、保険料徴収、特別徴収となる方はど

のぐらいいて、どのぐらいの割合になる

のかということ、現状をちょっとお聞か

せをいただけたらなと思います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　まず、後期高齢

者医療制度の対象者の方の人数でござい

ますけれども、今回の後期高齢者医療制

度につきましては、給付内容とか対象者

につきましては、今の老健制度と変更ご

ざいませんので、現在の老健の制度の対

象者の方が、そのままほぼ後期高齢者の

医療制度の方へ移行するんではないかな

というふうに考えております。大体、現

行では５，５００人程度というふうに考

えております。

　それから、特別徴収となる方がどのぐ

らいいらっしゃるかというご質問でござ
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いますけれども、ちょっと現時点では具

体的な数字を把握しておりません。恐ら

く、委員ご指摘のような割合の方が対象

となるだろうというふうには認識してお

りますけれども、申しわけございません

が、ちょっと具体的な人数についてはま

だ把握しておりません。

　それから、社保からの被扶養者の方の

人数でございますけれども、平成１８年

８月１日現在の老人保健対象者のうちの

社会保険加入者については７８４名とい

うふうになっております。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　５，５００人の老健加入者

の方が、そのままこの後期高齢者医療の

方に移行するということであります。

　保険料についても、今、社会保険に加

入されておられる方が７８４人。国保の

中で直接加入者となっておられる方もい

らっしゃいますから、もう少し人数は減

るのかなと思いますが。

　しかし、７００人ほどの方々が、今ま

で家族に扶養されていて、支払い能力の

ない方で、払ってらっしゃらなかった方

が、新たにこの後期高齢者医療の保険料

として、年金の天引き、もしくは納付書

が送られてきて、支払いをしていかなけ

ればいけないということで、また、新た

に７５歳過ぎてからの負担が大きくふえ

ていくということになると思います。

　この問題ですけれども、完全に独立し

た医療保険制度になりますから、医療給

付が伸びてくれば、その伸びた分という

のは、一体どこに転嫁されていくのか。

ちょっとその辺の仕組みを、後期高齢者

医療広域連合の財源部分ですね、予算部

分ですね、どこになっていくのか、ちょっ

とそれも教えてください。

　それから、医療保険料ですから、国保

でも負担に耐えられずに、払いたくても

払えないという滞納の方がたくさんいらっ

しゃる。それから、介護保険も、特別徴

収の方はほぼ入っておりますけれども、

普通徴収の方の滞納も徐々にふえてきて

いると、決算からも明らかになってきて

います。

　それから、特別徴収で年金から天引き

されている方でも、保険料は払えますけ

れども、少ない額の、年間１８万円の年

金ですから、一月でいきますと１万５，

０００円の年金から介護保険料が天引き

されているわけですけれども、利用料が

払えなくて、もしくは医療負担が負担で

きなくて、受診抑制というものもどんど

んふえてきているわけで、今後、７５歳

以上の方々の後期高齢者医療の保険料負

担についての滞納というような問題も、

これ出てこざるを得ない問題だと思うわ

けです。

　法律の方を見てみますと、国保と同じ

ように短期被保険証であったりとか、被

保険者資格証明書の発行であるなどがあ

るわけです。こうなっていきますと、今、

摂津市の場合ですと、もちろん、さまざ

まな自治体の事情に応じて、それから、

その議論の歴史なども含めて、それから、

市の姿勢に応じて、短期証の発行、資格

証明書、もちろん要綱に基づいてやって

おられるかと思いますけれども、窓口に

相談の方が来られて、対面して、納付相

談をしながら保険料を納めていただく努

力をしていただいているわけですが、こ

ういったものが後期高齢者医療広域連合

という形になってきたら、一体どこがど

ういうふうな対応をしていくのか、責任

を持った対応がとれるのか、その点をお

聞かせいただきたいなというふうに思い

ます。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　まず、１点目の、

－�28�－



医療給付費そのものが伸びた場合という

ことでございますけれども、今回の後期

高齢者医療制度につきましては、医療給

付費全体の中の５０％につきましては、

引き続き公費で見ていくというふうに言っ

ております。

　それと、残り１０％が保険料で、拠出

金にかわります制度が４０％ということ

で、これが、全体的にもちろん給付費と

してふえれば、その割合に応じて伸びて

いくということになるかというふうに思っ

ております。

　それと、あと保険料につきましては、

この制度ができましたことによりまして、

いわゆる、基本的には７５歳以上の方と、

それから、それ以外の支える世代と申し

ますか、そういった、いわゆる少子高齢

化の進捗状況にあわせまして、保険料に

ついても見直していくと言いますか、少

子高齢化が進めば、それが保険料の方に

も反映をされていくというふうな仕組み

になっておりますので、保険料が全体の

中での比率がふえてくるということにつ

いては想定されるということだというふ

うに考えております。

　それから、滞納のことにつきましては、

ご指摘のことも踏まえまして、今後、市

としてのいろいろな対応を考えてまいら

なければならないというふうに考えてお

りますけれども、先ほど申し上げました

ように、いわゆる徴収事務等につきまし

ては市町村の事務となりますので、先ほ

どご指摘のありました点につきましては、

市町村の方でその対応を考えていかなけ

ればならない。場合によっては、条例等、

これについても、条例につきましても、

まだどこまで市町村の条例で規定をして

いくかについては、まだいろいろ国の方

からも明らかにされておりませんけれど

も、そういったことも含めまして検討し

ていかなければならないというふうに考

えております。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　独立した医療保険制度にな

るわけですから、医療給付がふえれば、

割合に従って後期高齢者の方々への保険

料というのが自然と上がってくるという

ことにならざるを得ないわけです。

　今回の後期高齢者医療制度の中で、も

う一つ大きな問題だと思うのは、診療報

酬についても、ほかの世代とは別個に診

療報酬を設定していくんだと。後期高齢

者の状況に応じたような診療報酬。いわ

ば、保険医療給付を抑制するために、後

期高齢者の方々の診療報酬は別立てで、

現役世代、若い世代とは別個に低く設定

していくというようなことも考えられる

わけです。

　医療給付を抑えるために、診療報酬を

低くするのか、そうなりますと、医療機

関にとってみても、これ、経営状況にも

かかわってくる問題で、そうすると、後

期高齢者の方々が医療機関から排除され

たりとかおざなりにされるという、今も、

老人病院等々いろいろな問題が起きてお

りますけれども、そういったことにもつ

ながりかねない問題だと思うんです。

　診療報酬給付削減が困るんであれば、

そしたらもう保険料上げますか。保険料

上げるの嫌でしたら診療報酬引き下げま

す。介護保険と似たような形で、どっち

も選択できないような究極な選択を強い

てきている制度だということも、本当に

浮き彫りになってきているんだというふ

うに思うわけですけれども、こういった

制度だからこそ、徴収業務、資格証明書、

短期証等のお話もありましたけれども、

後期高齢者の方々の声とか、それから、

住民の意思であるとか、意見とかいうも

のが、その後期高齢者広域連合の運営に
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しっかり反映されるような仕組みがない

と、先ほどからも議論がありましたけれ

ども、我々市町村議会の議員でもどこに

ぶつけていっていいのかわからないとい

うような状況、今現在、スタート前の段

階ですからそうかもしれませんけれども、

なれない状況で、直接のその７５歳以上

の対象の方々から、そういう方々を養っ

ておられる家族の方々、そういった方々

が、思いをそれに反映させていくという

ことがどこに持っていっていいのかわか

らない。市役所に来ても、いや、これは

国の制度ですから、広域連合の仕事です

から、これは決まり事で、市では何とも

というような返事しかできないというこ

とであれば、これはもう高齢者の命と健

康を守るという制度では、非常に不十分

きわまりないことになると思うわけなん

です。

　そういう意味では、この後期高齢者の

広域連合の規約案の中に、どこに市民の

声や住民の声を反映するような仕組みが

設けられているのか。

　それから、さっき、定員が２０名とい

うことのお話がありましたけれども、各

市町村から１名と私も要望しますが、仮

に２０名ということであれば、その議会

でやられたことが、それぞれの市町村議

会、それから市町村に対してきちんと報

告されて、その報告に対して議会からの

意見を上げて、それを答えるようなやり

とりができるような、そういったものが

きちんとないといけないと思うんですが、

その辺の保障はどうなっているのかどう

か。

　また、これからの議論になってくるの

かもしれませんけれども、広域連合議会

での傍聴であったり、これは議会の規則

になってくるのかもしれませんが、それ

から、広域連合の執行機関の情報公開の

ことであるとか、それから、請願権の問

題ですね。大阪府民、市民が、広域連合

に対してこうしてほしいという思いを届

ける請願権の問題等は保障されるのかど

うか、その点はどうなっているのか。

　それから、今お話ありましたけれども、

今後、市町村の条例を制定していかなけ

ればいけないというような話がありまし

たが、今後、規約だけでなくて、この広

域連合を運営していく上で、それから、

予算案の審議等ありますけれども、こう

いう点で、どこでどのように決められて

いくのか。１１市町村の代表の準備委員

会でやられて、今回のように案はつくる

けれども、なかなか議論する場がなくて、

これでいきますというような話になって

しまうのかどうか。その点の今後につい

てちょっとお聞かせください。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　広域連合で議論

する中身につきまして、どこまで市民の

方に情報が明らかになって、そして、い

ろいろなご意見を広域連合の取り組みの

中に反映できるかというご質問だったと

いうふうに思います。

　規約につきましては、具体的にそういっ

た形で掲げているところはございません

が、我々もまだまだ不勉強なところがご

ざいますけれども、広域連合の方で広域

計画というのを作成しなければならない

という形になっておりまして、恐らく、

この中で、当然、広域連合が行う業務あ

るいは関係市町村が行う事務に関するこ

とということで出ております。こういっ

た中で、当然、市町村の意見なり、また、

それを踏まえた、それの背景となります

住民の方の意見等を申し上げるような機

会があるんではないかというふうに我々

は一応考えております。

　また、先ほどから言っておりますよう
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に、具体的には、その広域連合の、今現

在は準備委員会でございますけれども、

そういった行政レベルの会議とか、ある

いは全体会議とか、あるいはそういった

ブロック別で行われる協議の場等で、市

サイドからいたしますと、市民の方のそ

ういった声を踏まえた形での意見具申等

を行ってまいりたいというふうに考えて

おります。

　それから、請願権につきましては、ちょっ

と我々もまだ不勉強でございますので、

こういったような形が、どういう形で、

今後、仕組みがあるのかについて、また

勉強させていただきたいと思っておりま

す。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　なかなか見えない、本当に

新しいと言いますか、今までにない形の

広域連合ということで、国の法律でスター

ト地点を決められて、この間の障害者自

立支援法や介護保険の問題等々でもそう

でしたけれども、準備のゴールの方が決

められていまして、本来ですと、地方自

治の時代なのに、地方自治を踏みつぶす

ような形で、こうしなさいと、これにあ

わせた鋳型の中でやりなさいというよう

な形で、結局一番しわ寄せになるのが後

期高齢者の方々であったり、後期高齢者

の方々をこれから支えていく現役の世代

だということだと僕は思うわけなんです。

　市民の声、後期高齢者の方々の声、そ

れから、地方自治体の思いや議会の思い、

それから、これまで培ってきたそれぞれ

の地域性を生かした取り組み等々が、広

域連合によって、広域連合になりますと、

広域連合の執行機関は赤字をつくらない

ように運営をしなきゃいけないというこ

とになりますから、そうすると、そういっ

た個別の対応ができなくなる。国は調整

交付金等々で縛りをかけながら、国の関

与というのは非常に強くなってくるんで

はないかなというふうな心配もされるわ

けで、やっぱりこの規約が提案されてき

て、これからいよいよスタートするとい

うようなときであれば、やっぱりいろい

ろな問題を抱えていても、少なくとも市

民の声や住民の声が届けられて、それが

反映できるような仕組みというのは絶対

必要だと思いますし、各議会へ報告して、

意見を求めるというような機会というの

は必ず必要だと思います。

　そういう意味では、これから摂津市も

執行機関の一員になっていくわけですの

で、執行機関に入ってしまってからでは

なくて、今の段階から、そういう議会の

声をきちんと届けて、それを反映させる

努力というのをぜひやっていただきたい

と。これも要望と言いますか、ぜひやっ

てほしいということで言うときます。

　先ほどもありましたけれども、各地方

自治体、市町村ができることというのも

ぜひ研究をしていただきながら、それか

ら、三島圏域になるんでしょうか、北摂

圏域になるんでしょうか、の中でも、ぜ

ひ意見を合わせていただいて、広域連合、

他府県では、すべての自治体数の議員を

やっているところも現にあるわけですか

ら、そういったものを含めて、やっぱり

強くこう、これができ上がりというもの

ではなくて、変えられるということで取

り組んでいただけたらと思いますので。

　言いようがないんですけれども、もう

強い要望としてしておきます。

○上村委員長　ほかにございませんか。

　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

　　（午後１時４９分　休憩）

　　（午後１時５０分　再開）

○上村委員長　再開します。

　議案第７９号の審査を行います。
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　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。

　質問のある方、どうぞ。

　山崎委員。

○山崎委員　この障害児童センターの条

例を改正するという中身について、使用

者の負担を軽減していくという措置を考

えているということで伺っておりまして、

もうそれは大いにやっていただきたいと

思うんですけれども、今、この国の制度

のままでは、障害者の方は、１割ほどずっ

と自己負担していかなくてはいけないと

いう制度が導入されておりますので、こ

れはもう障害者の方々にとっては大変な

制度ですから、応益負担という考え方は、

もうぜひとも国に反対をしていただきた

いと思うんです。

　そういう意味で、摂津市自体が軽減措

置をとっていくということは賛成なんで

すが、これが、国の制度が変わらない限

り、市が負担していかなくてはならない

ということにもなりますので、持続可能

かどうか、そういったお考え方はできて

いるのかどうか、この辺もちょっとお聞

かせ願えたらと思います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　障害児童センター

の知的障害児通園施設の利用者負担の軽

減策についてでございますけれども、条

例にもありますように、とりあえず、現

行のこの軽減措置につきましては、平成

２１年３月末まで、平成２０年度までと

考えております。

　その理由につきましては、一つは、さ

きの９月の議会で上程させていただきま

した、いわゆる大人の障害者の方の軽減

措置につきましても、平成１８年度から

２０年度までの軽減措置をさせていただ

いておりますので、それと合わさせてい

ただいたということと、まだはっきりは

いたしませんけれども、恐らくここ数年

間の間で、この障害児施設につきまして

も、何らかの形で国の方の制度が改めら

れるということが想定されますので、一

定そういったこともにらんで平成２０年

度までとさせていただいておりますけれ

ども、内容につきましては、今後も市と

しましては継続してまいりたいというよ

うな内容でございますので、できる限り

そういったことができますように努めて

まいりたい。２０年度以降も、もし制度

が変わらなければ、引き続き継続できる

ようには努めてまいりたいというふうに

は考えております。

○上村委員長　ほかにございませんか。

　村上委員。

○村上委員　この障害児童センターの条

例を一部改正する件ということで、この

３項に書いてあるんですけれども、当該

同一の月における使用料の額は、当該市

長が別に定める額とするということが書

いてあります。

　別に定める額というものを、どういう

形で公表を考えておられるのかをお聞き

したいと思います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　現在、法規担当

部局と調整をいたしておりますけれども、

現時点におきましては、告示という形で

周知を図ってまいりたいというふうに考

えております。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　告示ということは、告示の

書面にのみ掲載という形になろうかと思

うんですけれども、この辺、例えば、広

報せっつとか、そういう市民へ広く周知

というんですかね、そういうのをできな

いのか、再度ちょっとお尋ねしたいと思

います。

○上村委員長　登阪参事。
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○登阪保健福祉部参事　先ほどご答弁申

し上げましたのは、あくまで法的にやら

なければならないということで、一応、

告示という形をとらせていただきますけ

れども、また、市広報等、市民に広く周

知するという方向につきましては、広報

等でもまた検討してまいりたいと考えて

おります。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　やっぱりこういう市民に対

して助成というんですか、という面で、

やっぱり広く市民の方に知らせるべきが

行政の役目だろうというふうに思います

ので、それ、ご検討よろしくお願いした

いと思います。

　それと、今回の条例等ではないんです

けれども、ちょっと市民の意見というこ

とで、今、障害児童センターという名前

にはなっておるんですけれども、障害児

童という名称がちょっとひっかかるとい

うか、違和感があるというご意見もござ

いました。

　例えば、障害発達支援センターとか、

そういう形の名称にはならないのかと、

そういうご意見もございましたので、こ

の辺も含めて、今後、表現を今後検討し

ていただきたいと。

　これは要望とさせていただきます。

○上村委員長　ほかにございませんか。

　安藤委員。

○安藤委員　自立支援法にかかわって、

応益負担ということを、一定１割の負担

が障害を持っておられる方々や、お子さ

んの家族にかかってくる中で、独自の減

免として、今回、このように独自減免を

実施されることについては、非常に評価

できることだというふうに思っています。

　低所得１、２の方々は、今までどおり、

措置制度と変わらず利用料は必要ないと

いうことであります。近隣の都市と比べ

て、今回の措置というのはどういうとこ

ろにあるのか、その点を教えていただき

たい。

　それから、その利用負担、今回の限度

額について、市長が別に定めるというふ

うにありますが、今後、定めた金額につ

いての変更であったり、もしくは廃止と

いうことを、我々は望みませんが、改廃

の場合についての議会の関与というのは

どのようになるのか、その点を教えてく

ださい。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　まず、各市の軽

減措置の状況でございますが、一応、手

元の方に、北摂７市、摂津市を除きます

と、北摂６市の軽減の状況を把握してお

ります。

　まず、箕面市は、こうした知的障害児

の該当施設がないというで、他の５市に

なりますが、大きく二つに分かれており

まして、一つは、いわゆる定率負担１割

の部分についても独自の軽減措置を設け

るところと、その部分につきましては国

基準どおりとして、あと、食費の部分に

ついて軽減措置を設けると、この大きく

二つに分かれるかと思っております。

　前者につきましては、高槻市、吹田市、

池田市が、定率負担を含めた軽減措置を

とっております。

　茨木市と豊中市については、定率負担

については、一応、国基準どおりという

形と聞いております。

　高槻市、吹田市、池田市の３市が、定

率負担を含めまして軽減措置をされてお

りますけれども、その中身につきまして

は、各市いろいろな形で軽減措置をされ

ておりまして、摂津市のような形での軽

減措置をやられているところはございま

せん。

　したがいまして、実際に通ってきてお
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られる方の所得状況によりまして、かな

り、どれだけ市の持ち出しといいますか、

負担がふえているかについては変わって

まいります。ただ、我々が一応いろいろ

ケースを考えて、いろいろ試算をした段

階では、摂津市の中身につきましては、

ほぼその３市の中でも、決して飛び抜け

てトップというわけではございませんけ

れども、決して劣るものではないという

ふうに理解をいたしております。

　それから、今後の議会の関与の範囲で

ございますけれども、先ほども申し上げ

ましたように、条例で３年間という期限

を切っておりますので、その３年後のと

きには、何らかの形でこの条例をまた、

当然、変更の場合はそうでございますし、

また、廃止する場合につきましては、当

然、条例の形で上げなければなりません

ので、そのときは、当然、議会のご審議

をいただくことになると思います。

　ただ、いわゆる市長が別に定める額と

いうことで、額の変更になる場合につき

ましては、毎年の予算の中で、当然、利

用者負担金の項目がございますので、そ

の中で審議をしていただくことになるか

というふうに考えております。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　わかりました。独自の減免

を各自治体がやる動きがどんどん進んで

いく中で、国の方も、この障害者自立支

援の問題について、１割負担の問題、さ

まざまな問題、矛盾が噴き出して、ちょっ

と見直しの方向になっている。さっきも

ご答弁がありましたが、やはり自治体で

頑張って、国に対して物を言っていく、

そういったことは非常に大事だと思いま

すので、今後とも、この障害者自立支援

にかかわらず、可能な限りの、市民の暮

らしを守る分野で知恵と工夫を果たして

いただきたいと思います。

　それから、市長が定める額、この減免

の使用料の額についても、市民の願いで

増額してほしいというようなことに対し

ても、または、仮に減らすというような

場合においても、きちんとした市民や議

会への報告と言いますか、相談等を、議

論をなしに乱暴にすることのないように

要望して、終わりたいと思います。

○上村委員長　ほかにございませんか。

　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

　　（午後２時１分　休憩）

　　（午後２時２分　再開）

○上村委員長　再開します。

　議案第８０号の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。

　質疑ございませんか。

　　（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　質疑なしと認め、質疑を

終わります。

　暫時休憩します。

　　（午後２時３分　休憩）

　　（午後２時５分　再開）

○上村委員長　再開します。

　討論に入ります。

　討論ございませんか。

　　（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　討論なしと認め、採決し

ます。

　議案第６８号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第６９号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　全員賛成。
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　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第７１号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第７９号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第８０号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第８３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　以上で、本委員会を閉会します。

　　　（午後２時７分　閉会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

民生常任委員長
 上 村 高 義

民生常任委員 
 安 藤 　 薫

－�35�－


